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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成26年６月25日に提出した第117期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）有価証券報告書の記載事項

の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであり

ます。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

４　関係会社の状況

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

４【関係会社の状況】

　　（訂正前）

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の　
内容

議決権
の所有
割合
（％）

当社との関係内容

役員の兼任等(人)
事業上の関係

兼任 出向 転籍

（連結子会社）         

 

略

 

Hitachi Zosen

Inova AG

スイス

Zurich

40,000

千CHF
環境・プラント 100.0 1 2 0

当社がごみ焼却炉に係

る技術を導入

 

略

 

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載している。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数。

３．※１：有価証券報告書提出会社である。

４．上記連結子会社は、いずれも売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

それぞれ100分の10以下であるため、主要な損益情報等は記載していない。

 

　　（訂正後）

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の　
内容

議決権
の所有
割合
（％）

当社との関係内容

役員の兼任等(人)
事業上の関係

兼任 出向 転籍

（連結子会社）         

 

略

 

Hitachi Zosen

Inova AG※２

スイス

Zurich

40,000

千CHF
環境・プラント 100.0 1 2 0

当社がごみ焼却炉に係

る技術を導入

 

略

 

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載している。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数。

３．※１：有価証券報告書提出会社である。

４．※２：Hitachi Zosen Inova AGについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が10％を超えている。

主要な損益情報等　(1）売上高　　　44,119百万円

(2）経常利益　　　　65百万円

(3）当期純利益　　　43百万円

(4）純資産額　　 4,803百万円

(5）総資産額　　23,281百万円
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